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１．最近の雇用・失業情勢について
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〈現状〉

・景気は、このところ一部に弱さもみられるが、緩やかな回復基調が続いて

いる。

・消費者物価は、緩やかに上昇している。

〈先行き〉

先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩

やかな回復に向かうことが期待される。ただし、アメリカの金融政策の正常化が進むな

か、中国を始めとするアジア新興国等の景気が下振れし、我が国の景気が下押しされる

リスクがある。

資料出所 内閣府「月例経済報告」（平成27年12月）

〈日本経済の基調判断〉
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資料出所 内閣府「国民経済計算」（2015年7-9月期2次速報）
（注） １）四半期の数値は季節調整値。

２）民需：民間消費支出、民間住宅、民間企業設備、民間在庫品増加が含まれる。
公需：政府最終消費支出、公的固定資本形成、公的在庫品増加が含まれる。
外需：財貨・サービスの輸出から、財貨・サービスの輸入を控除したもの。

３）「平成28年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（平成27年12月22日閣議了解）によると、平成27年度の実質経済成長率を1.2％程度と見込んでいる。

○ 2015年7～9月期（2次速報）の実質国内総生産は、前期比0.3％増（年率1.0％増）となり、２四半期ぶりに
プラス成長となった。

実質経済成長率の推移
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○ ２０１５年１１月（速報）の生産指数は、１５業種中１０業種が前月比で低下し、前月比１．０％の低下と
なった。出荷指数は低下し、在庫指数は上昇した。

○ 生産の先行きについては、１２月に０．９％、１月に６．０％の上昇が見込まれている。

鉱工業生産・出荷・在庫の推移
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資料出所 経済産業省「鉱工業生産」及び「製造工業生産予測調査」
（注） １）×印は製造工業生産予測調査の増減率を用いて試算した生産の先行き。

２）2015年11月は速報値。
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設備投資の推移

○実額（季節調整値）

○ 2015年7～9月期の設備投資は、前期比5.4％増で２期ぶりの増加となった。
○ 2015年度の設備投資計画は、製造業、非製造業ともにプラスを計画している。

資料出所 財務省「法人企業統計調査」、日本銀行「日銀短観（12月調査）」
（注） 左図はソフトウェア投資を除く。
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○設備投資額（計画）
(前年同期比・％)

2015年度 上期 下期

(計画) 修正率 修正率 (計画) 修正率

製造 15.5 -2.7 10.2 -12.7 19.6 6.1

大企業 非製造 8.5 1.3 2.7 -7.0 13.0 7.9

全産業 10.8 -0.1 5.2 -9.1 15.1 7.3

製造 11.3 1.1 10.7 -7.8 11.8 9.4

中堅 非製造 1.3 3.4 1.3 -1.0 1.3 6.9

全産業 4.8 2.5 4.7 -3.7 4.9 7.8

製造 1.5 3.5 -7.6 -3.1 9.0 8.8

中小 非製造 -1.0 7.6 9.0 3.3 -8.8 11.9

全産業 -0.2 6.3 3.7 1.4 -3.3 10.8

製造 12.2 -1.1 7.0 -10.5 16.4 7.0

規模計 非製造 5.6 2.7 3.7 -4.2 7.0 8.4

全産業 7.8 1.3 4.8 -6.4 10.1 7.9
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○ １１月の完全失業率は、前月より０．2ポイント上昇し３．3％。
○ １１月の有効求人倍率は、前月より０．０１ポイント上昇し１．２５倍。※23年10か月ぶりの水準
○ １１月の正社員の有効求人倍率は、前月より０．０２ポイント上昇し０．７９倍。※集計開始以来最も高い水準
○ 雇用情勢判断は、「着実に改善が進んでいる。」

現在の雇用情勢
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27年11月の有効求人倍率
1.25倍

（資料出所）総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」
※シャドー部分は景気後退期。

(注)平成23年3月～8月の完全失業率、完全失業者数は岩手県、宮城県及び福島県の推計結果と同３県を除く全国の結果を加算することにより算出した補完推計値であり、また、9月以降は一部調
査区を除いた全国の調査結果であるため、単純比較はできない。

27年11月の完全失業率 3.3％
完全失業者217万人

有効求人倍率(左目盛）

完全失業率(右目盛）

完全失業者数
過去最高 368万人

14年8月

(谷)H11.1(山)H9.5 (山)H12.11 (谷)H14.1

完全失業率
19年7月
3.6％

有効求人倍率

過去最低 0.42倍
21年8月

(谷)H21.3(山)H20.2

完全失業率

過去最高 5.5％
14年6月、8月、15年4

月、21年7月

完全失業率
過去最高 5.5％
14年6月、8月、

15年4月、21年7月

(山)H24.3 (谷)H24.11

有効求人倍率
18年7月
1.08倍
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資料出所 日本銀行「全国企業短期経済観測調査」
（注） １）グラフのシャドー期は景気後退期。

２）点線及び括弧内の数字は2015年12月調査時の先行き（３か月後）を示す。

○ 12月短観では、全産業、製造業、非製造業いずれも不足感が強まった。
○ 先行きについては、全産業、製造業、非製造業いずれも不足感が強まる見通し。

雇用人員判断D.I.の推移
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○ 現金給与総額は、2015年６月に特別給与の減少が大きく寄与したが、トレンドとしては一般労働者の所定内給与のプラスの
寄与が続いていることなどから、緩やかに増加している。
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資料出所 厚生労働省「毎月勤労統計調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
（注）１）調査産業計、事業所規模５人以上。

２）就業形態計、一般労働者、パートタイム労働者のそれぞれについて、現金給与総額指数に基準数値を乗じて現金給与総額の時系列比較
が可能となるように修正した実数値を算出し、これらの数値を基にパートタイム労働者構成比を推計している。

３）所定外給与＝定期給与－所定内給与、特別給与＝現金給与総額－定期給与として算出。
４）2015年11月は、速報値。

就業形態計の現金給与総額の
対前年増減率

一般労働者の
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現金給与総額の寄与

パートタイム労働者の
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（年・月）
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○ 2014年は名目賃金は増加したが、消費税率引上げの影響により物価が上昇したことから、実質賃金は減少した。
○ 2015年７月以降、実質賃金は４か月連続増加となったが、１１月は特別給与が対前年同月比で減少したことから、名

目賃金が伸び悩み、実質賃金は減少となった。

資料出所 厚生労働省「毎月勤労統計調査」、総務省「消費者物価指数」
（注） １）調査産業計、事業所規模５人以上。

２）消費者物価指数は持家の帰属家賃を除く総合。
３）実質賃金は、名目の現金給与総額を消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く場合）で除したもの。
４）2015年11月は、速報値。
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２．労働経済白書について
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平成２７年版 労働経済の分析 〔骨子〕

経済活力の維持・向上に向け、少子高齢化の中での労働力の減少という供給制約を克服し、さらに持続的な賃
金の上昇を可能にするため、「労働生産性と雇用・労働問題への対応」と題し、分析を行った。

第１章：労働経済の推移と特徴

経済の好循環の継続に向けて、賃金の上昇が消費の喚起

に重要であり、そのためには労働生産性向上の取組が不可

欠である。

我が国の労働生産性を欧米諸国と比較すると、上昇率は遜

色ないが、水準は低くなっている。

産業別の労働生産性水準を米国と比べると、我が国は非製

造業を中心に低く、この要因として、IT投資が米国と比較して

過小であることが考えられる。また、IT投資はブランド資産・

組織改編や人的資本投資が同時的に取り組まれることでそ

の成長への寄与を高めるが、我が国ではそうした投資も過

小であることが課題である。

第２章：経済再生に向けた我が国の課題

2014年度平均で完全失業率は3.5％と17年ぶりの水準とな

り、有効求人倍率も1.11倍と23年ぶりの水準となるなど、雇

用情勢は着実に改善が進んでいる。また足下では、正規雇

用労働者の増加や、不本意に正規雇用以外の雇用形態で

従事する労働者の減少といった動きもみられる。

2015年の春季労使交渉においては、妥結額・賃上げ率とも

に前年を上回ったほか、中堅・中小企業においても賃上げ

の動きがみられた。

図２ 賃上げ集計結果図１ 完全失業率、有効求人倍率の推移
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第３章：より効率的な働き方の実現に向けて

第４章：人口減少下における地域経済の在り方

就労参加を促すには、長時間労働の是正等、働き方の見直

しが必要となる。

所定外労働が発生する理由として、労使双方で、業務の繁

閑、人手不足、顧客対応等を挙げているが、この他、企業側

は労働者の能力、技術不足、労働者側は納得できるまで仕

上げたいとの回答も多い。

所定外労働時間の削減に取り組み、短縮した企業では、実

態把握、注意喚起、仕事の内容、分担の見直し、トップの呼

び掛け等を行っており、そうした企業ほど、自社の労働生産

性は同業他社に比べて高いと認識する傾向がある。

（企業ヒアリングによれば、労働時間削減により疲労軽減、自

己研さんの効果があげられていた。）

我が国全体の経済成長にとって、地域経済の活性化は重要。

地域経済の成長には、民間最終消費支出が大きく寄与して

おり、所得水準の引上げの前提となる労働生産性を高める

とともに、女性や高齢者の労働参加を進めることが肝要であ

る。

人口や事業所の集積のほか、人材（例えば高専・大学等で

高等教育を受けた者や自己啓発を行っている者）が集積す

ると、地域の労働生産性が高まる傾向にある。こうした人材

の層を厚くするため、魅力ある雇用や雇用環境の整備が求

められる。

保育所定員の充実や長時間労働の抑制など、育児と就業の

両立可能な環境を整備し、子育て世代の女性の就労を促進

することで、「人口減少時代」においても、働き手を確保する

ことが、地域経済の発展を支える。
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第４章 人口減少下における地域経済の在り方
－地域における経済の好循環に向けた課題①－

経済成長率の高い地域では、財貨・サービスの移出入（純）や民間最終消費支出の寄与が大きい。
県民一人当たりの家計可処分所得が増加すると、県民一人当たりの家計最終消費支出が増加することが示唆される。
労働生産性の高い地域ほど、一般労働者の平均年収額が高い傾向にある。
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資料出所 厚生労働省「毎月勤労統計調査（地方調査）」「平成24年賃金構造基本統計調査」、内閣府「平成23年度県民経済計算」より推計

平成27年版
労働経済白書より抜粋
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y = 0.1256x + 7.4798
(6.711) (57.951)

R² = 0.5002
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第４章 人口減少下における地域経済の在り方
－地域における経済の好循環に向けた課題②－

労働生産性の上昇は、人口や事業所の集積のほか、人材（例えば高専・大学等で高等教育を受けた者や自己啓発を行ってい
る者）の集積等との間に相関関係が認められ、これらの「集積のメリット」を働かせることが重要である。
こうした人材の層を厚くするため、魅力ある雇用や雇用環境の整備が求められる。

資料出所 厚生労働省「毎月勤労統計調査（地方調査）」、内閣府「県民経済計算」、総務省統計局「平成22年国勢調査」「平成24年就業構造基本調査」
「地域別統計データベース」より推計（左図）（中央図）
マイナビ（株）「マイナビ大学生就職意識調査」（右図）
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第４章 人口減少下における地域経済の在り方
－地域における経済の好循環に向けた課題③－

全都道府県で労働の質が一貫して経済成長に寄与しているのに対して、1990年代以降、労働投入の減少が多くの都道府県で
経済成長の制約要因となっている。

資料出所 （独）経済産業研究所「都道府県別産業生産性（R-JIP）データベース2012」をもとに推計

平成27年版
労働経済白書より抜粋
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第４章 人口減少下における地域経済の在り方
－地域における経済の好循環に向けた課題④－

「人口減少時代」においては、これまで労働市場に参入していない人々の就労意欲を引き出し、労働参加を促すための取組が
求められる。

就業希望を持つ女性の多くが「出産・育児のため」に求職活動を行っておらず、子育て世代の女性の就労を促進するには、保
育所定員の充実や長時間労働の抑制など、育児と就業の両立可能な環境を整備することが重要である。

資料出所 厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」、総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」「平成23年社会生活基本調査」「人口推計」より推計
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第４章 人口減少下における地域経済の在り方
－地域における経済の好循環に向けた課題⑤－

南関東の各都県や、北海道、京都府、福岡県などでは、長時間労働要因が子育て世代の女性の有業率を押し下げている。

香川県や愛媛県では、男性の家事・育児分担要因が子育て世代の女性の有業率を押し上げている。
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県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

保育所定員要因 長時間労働要因 通勤時間要因 親との同居要因 男性の家事・育児分担要因 その他の要因

（％）

子育て世代の女性
の有業率の全国平
均との差

資料出所 厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」、総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」「平成23年社会生活基本調査」「人口推計」より推計

平成27年版
労働経済白書より抜粋
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３．各種会議等の動きについて
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日本経済再生本部の下、「『日本再興戦
略』改訂2015に基づき、グローバル競争の

激化や急速な技術革新により不確実性の
高まる時代に日本経済が歩むべき道筋を
明らかにし、政府として取り組むべき環境
整備の在り方と民間投資の目指すべき方

向性を共有することを目的として設置

未来投資に向けた官民対話 一億総活躍国民会議経済財政諮問会議

日本再興戦略等策定後の安倍政権の経済再生に向けた推進体制①

○平成27年9月24日の自民党総裁会見に
おいて、「一億総活躍」社会の実現を目
指すことを表明。翌日の総理会見にお
いて、新たな担当大臣を置くことに加
え、その下に国民的な議論を深め、多
岐にわたる政策を総動員するための国
民会議を設置することを表明。

○平成27年11月26日
第3回一億総活躍国民会議
・「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に

実施すべき対策」を決定。

＜今後の予定＞
・１月より一億総活躍国民会議を再開
・春頃に「ニッポン一億総活躍プラン」とりま
とめ。

少子高齢化の流れに歯止めをかけ、５０年
後も人口一億人を維持するとともに、高齢者
も若者も、女性も男性も、難病や障害を抱え
る人も、誰もが、今よりももう一歩前へ、踏み
出すことができる社会を創るため、新たな担
当大臣の下に国民的な議論を深め、多岐に
わたる政策を総動員することを目的として設
置

経済財政政策に関し、内閣総理大臣の
リーダーシップを十全に発揮させるととも
に、関係国務大臣や有識者議員等の意
見を十分に政策形成に反映させることを
目的として設置

○平成27年10月13日
・日本経済再生本部において、上記の目的の
下に「未来投資に向けた官民対話」を開催す
ることを決定。

○平成27年11月26日
・第3回会合を開催。 「エネルギー関連の投
資と課題」について及び産業界の投資拡大と
賃上げ等の考え方」について議論。
・産業界からは、「経団連としては名目３％成
長への道筋も視野に置きながら、収益が拡
大した企業に対して今年を上回る賃金引上
げを期待して、前向きな検討を呼びかけてま
いる。」旨発言
・総理からは、「法人税改革については、28年
度の引き下げ幅を確実に上乗せし、税率を早
期に20％台に引き下げる道筋をつける。」旨
発言。

○平成27年11月24日
第19回経済財政諮問会議
・総理から「名目ＧＤＰを2020年頃に向け
て600兆円に増加させていく中で、昨年12
月の政労使合意に沿って賃金上昇等によ
る継続的な好循環の確立を図るとともに、
最低賃金についても、これにふさわしいも
のとしなければならない。そのためには、
最低賃金を、年率３％程度を目途として、
名目ＧＤＰの成長率にも配慮しつつ引き上
げていくことが必要である。これにより、全
国加重平均が1,000円となることを目指
す。」旨発言。

〇平成27年11月27日
第20回経済財政諮問会議
「平成28年度予算編成の基本方針につい
て」を答申。
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まち・ひと・しごと創生本部 国家戦略特区 規制改革会議 （雇用ＷＧ）

日本再興戦略等策定後の安倍政権の経済再生に向けた推進体制②

○平成26年11月28日
まち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136
号）公布（同年12月２日施行）

○平成26年12月27日
「まち・ひと・しごと創生長期ビジョンについて」
及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略につい
て」閣議決定
→「まち・ひと・しごと創生総合戦略について」

を勘案し、「都道府県まち・ひと・しごと創生
総合戦略」及び「市町村まち・ひと・しごと創
生総合戦略」を策定することを努力義務

○平成27年6月30日
「まち・ひと・しごと創生基本方針2015

–ローカルアベノミクスの実現に向けて-」
閣議決定

〇平成27年12月24日
「まち・ひと・しごと創生総合戦略2015 改訂
版」閣議決定

＜直近の動き＞
〇平成27年9月18日
「国家戦略特別区域基本方針」（平成26
年２月25日閣議決定）の一部変更につ
いて、閣議決定。

〇平成27年12月15日
国家戦略特別区域諮問会議
・国家戦略特区の３次指定（地方創生特
区の第二弾）として新たに広島県・愛媛
県今治市、千葉市（東京圏に追加）、北
九州市（福岡市に追加）の３区域が決

定。

（今後について）
・国家戦略特別区域会議において各区
域計画が協議・作成され、内閣総理大
臣が認定。

人口急減・超高齢化という我が国が直面す
る大きな課題に対し政府一体となって取り組
み、各地域がそれぞれの特徴を活かした自
律的で持続的な社会を創生できるようにする
ことを目的として設置

経済社会の構造改革を重点的に推進す
ることにより、産業の国際競争力を強化す
るとともに、国際的な経済活動の拠点の
形成を促進する観点から、国が定めた国
家戦略特別区域において、規制改革等の
施策を総合的かつ集中的に推進する目的
として設置

内閣総理大臣の諮問を受け、経済社会
の構造改革を進める上で必要な規制改
革を進めるための調査審議を行い、内閣
総理大臣へ意見を述べること等を目的と
して設置

○主な検討課題
①多様な働き方を実現する規制改革（労

働条件の明示、企業による情報開示の
更なる促進）

→10月28日の雇用WGにおいて議論開
始。

12月4日の規制改革会議において2月
22日（予定）の規制改革会議公開ディ
スカッションの議題とする旨決定。

②有期雇用法制（「無期転換ルール」によ
る雇止めの発生状況、雇用形態別の
処遇格差の実態等）

→1月22日の雇用WGにおいて厚労省への
ヒアリングを実施予定

③健康・安全・安心が確保される働き方
（一次産業での働き方、情報通信技術を
活用した働き方、人事労務に関する知識
の付与）
→12月17日の雇用WGにおいて議論開始
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生産性の高い良質な雇用の場の創出・拡大
雇用管理に対する助言

人材育成の支援
必要な人材確保のための支援

生産性向上に向けた
戦略的な事業運営への助言や支援

（投資の促進を通じた資本装備率の向上や設備ビ
ンテージの低下の重要性についての働きかけ等）

金融機関 厚生労働省（労働局）

ＧＤＰ６００兆円達成のためには生産性革命が必要であり、地域産業全体の中で、雇用吸引力のある生産

性・成長性の高い企業を生み出し、労働生産性の高いセクターにおける労働力確保とともに、雇用のセーフ

ティーネットの提供や労働環境の改善等を図っていくことが重要。

このため、地域経済等の実情に精通する地域金融機関等と連携し、適切に企業の支援を推進する必要。

労働局と金融機関が連携して支援

生産性革命に向けた労働行政と金融との連携

①全産業の生産性革命に向けた労働・金融連絡会議の開催

②地方における働き方改革の推進

③生産性向上と雇用管理改善の両立企業表彰（仮称）の創設

④生産性向上の取組を支援する戦略産業雇用創造プロジェクトの拡充 等

当面の取組

趣 旨
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４．労使関係等について
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平成27年 春闘 月例賃金集計

厚生労働省 経 団 連 連 合

資本金10億円以上かつ従業員1,000人
以上の労働組合のある企業

原則として東証一部上場かつ
従業員500人以上の企業

集計可能な連合加盟の組合

314社 116社 5,469組合

７月28日公表 ６月19日公表 ７月２日公表

〈前年比〉 〈前年比〉 〈前年比〉

7,367円 2.38％ 8,235円 2.52％ 6,354円 2.20％

(6,711円) (2.19％) (7,370円) (2.28％) (5,928円) (2.07％)

原則として従業員数
500人未満の企業

集計可能な連合加盟の組合
のうち組合員数300人未満の組合

461社 4,111組合

８月７日公表 ７月２日公表

〈前年比〉 〈前年比〉

4,702円 1.87％ 4,547円 1.88％

(4,416円) (1.76％) (4,197円) (1.76％)

（ ）内の数字は、前年同期の数字 27



平成27年春闘（回答状況）について

【７月２日公表】

連合 集計結果（組合員による加重平均）

経団連 集計結果（組合員又は従業員による加重平均）

○月例賃金（規模計）
・平均賃金方式 集計組合数 ５，４６９組合

引上げ額 ６，３５４円 引上げ率 ２．２０％
（昨年： ５，９２８円 ２．０７％）

○月例賃金（３００人未満）
・同 集計組合数 ４，１１１組合

引上げ額 ４，５４７円 引上げ率 １．８８％
（昨年： ４，１９７円 １．７６％）

○非正規労働者（時給）
・集計組合数 ２９３組合 引上げ額 １６．７８円

（昨年： ２５６組合 １１．２８円）
○非正規労働者（月給）
・集計組合数 １８２組合 引上げ額 ４，０３８円

（昨年： １４４組合 ２，２２７円）

○一時金（年間）
・月数集計 集計組合数 ２，３６８組合 月数 ４．８４月

（昨年： ４．７８月）
・金額集計 集計組合数 １，３７８組合 金額１，５５２，４８２円

（昨年： １，５３９，０２２円）
○一時金（季別）

・月数集計 集計組合数 ２，８４４組合 月数 ２．３７月
（昨年： ２．２５月）

・金額集計 集計組合数 ２，０２２組合 金額 ７３２，８５４円
（昨年： ６８５，２２８円）

【６月19日公表】
○月例賃金（大手企業）（原則として東証一部上場、従業員500人以上）

・集計社数 １１６社 賃上げ額 ８，２３５円 賃上げ率 ２．５２％
（昨年： １０９社 ７，３７０円 ２．２８％）

【８月７日公表】
○月例賃金（中小企業）（原則として従業員500人未満）

・集計社数 ４６１社 賃上げ額 ４，７０２円 賃上げ率 １．８７％
（昨年：４７７社 賃上げ額 ４，４１６円 賃上げ率 １．７６％ ）

【７月30日公表】
○夏季一時金（大手企業）（原則として東証一部上場、従業員500人以上）
・集計社数 １４０社 妥結額 ８９２，１３８円、増減率 ２．８１％

（昨年： １３３社 ８６７，７３１円、増減率 ７．１９％）
【12月18日公表】
○年末一時金（大手企業）（原則として東証一部上場、従業員500人以上）
・集計社数 １５７社 妥結額 ８８０，５９３円、増減率 ３．７９％

（昨年： １５７社 ８４８，４０５円、増減率 ５．２６％）

厚生労働省 集計結果（組合員による加重平均）

【７月28日公表】

○月例賃金(資本金10億円以上かつ従業員1,000人以上の労働組合がある企業)

・集計社数 ３１４社 賃上げ額 ７，３６７円 賃上げ率 ２．３８％

（昨年： ６，７１１円 ２．１９％)

【９月18日公表】

○夏季一時金(資本金10億円以上かつ従業員1,000人以上の労働組合がある企業)

・集計社数 ３７５社 妥結額 ８３２，２９２円 対前年比 ３．９５％

（昨年： ８００，６５３円 ７．２８％)

【12月11日公表】
○年末一時金
・月数集計 集計組合数 ３，１４４組合 月数 ２．４５月

（昨年： ２．３９月）
・金額集計 集計組合数 ２，４９０組合 金額 ７１１，３４１円

（昨年： ６９８，２２３円）
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○１月中旬 経労委報告公表
○１月下旬 連合と経団連の懇談会

（春闘のキックオフ）
○１月～２月上旬 主要産別中央委員会
○２月上旬～下旬

個別労組が要求方針を決定し、要求を提出
○３月16日

自動車、電機などの大手労組への回答指定日

平成28年春闘のスケジュール
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賃上げ要求水準は、それぞれの産業全体の「底上げ・底支え」「格差
是正」に寄与する取り組みを強化する観点から２％程度を基準とし、定
期昇給相当分（賃金カーブ維持相当分）を含め４％程度とする。

【中小】
　要求基準　10,500円以上を目安（賃金カーブ維持分4,500円）

【非正規】
　・「誰もが時給1,000円」の実現に向けた時給の引き上げ
　・時間給1,000円超の場合は37円を目安（引き上げ額）
　　  ※37円≒中小の賃上げ水準目標6,000円/月÷所定内労働時間平均163時間/月

　　　　　　　　　　　　　　　（平成27年11月27日中央委員会で決定）

春
闘
方
針

賃金の引き上げについては、定期昇給・賃金カーブ維持相当分の確保
を前提とし、過年度の消費者物価上昇分や企業収益の適正な分配の観
点、経済の好循環を実現していく社会的役割と責任を踏まえ、すべての
構成組織が取り組みを推進していくことを重視し２％以上の要求を掲げ
獲得をめざし、取り組みを進めていく（定期昇給相当額と賃上げ額を加
えた要求は４％以上とする）。

【中小】
　要求基準　10,500円以上を目安（賃金カーブ維持分4,500円）

【非正規】
　・「誰もが時給1,000円」
　・37円を目安（引き上げ額）
　　　※37円≒中小の賃上げ水準目標6,000円/月÷所定内労働時間平均163時間/月

　　　　　　　　　　　　　　（平成26年12月2日中央委員会で決定）

連合の春闘方針について（前年との比較）

2016方針
（平成28年）

2015方針
（平成27年）
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○ 会社分割の際は、労働関係にも大きな影響を及ぼすことから、労働者の保護に関する「労働契約承継法」が定められている。
○ 農業協同組合と医療法人において会社分割と同様の仕組みが導入されることとなり、労働者保護の在り方について検討する

必要が生じた。
○ 労働契約承継法を制定してから10年余りが経過し、会社法の制定や裁判例の蓄積等、会社分割・事業譲渡等組織の変動に

伴う労働関係について事情の変化が生じている。
○ 以上の状況を踏まえ、学識経験者からなる「組織の変動に伴う労働関係に関する研究会」を開催（平成26年12月～）し、組織

の変動に伴う労働関係上の諸課題について整理・検討を実施。

組織変動研究会の概要

検討の内容

① 会社以外の法人類
型における分割法制導
入への対応

○ 農協及び医療法人の分割時の労働者保護の在り方について、労働契約承継法等と同様の労働
者保護の仕組み（※）を導入することが適当、との中間とりまとめ（平成27年３月３日）を行った。

（※） 分割に伴う労働契約の承継、一部労働者への異議申出権の付与、労働者との協議等

② 組織の変動に伴う労
働関係の諸課題への
対応

○ 労働契約承継法の制定から10年余りが経過し、会社法等の制定や裁判例の蓄積等、事情の変
化が生じている。

⇒ 組織の変動（会社分割及び事業譲渡）に伴う労働関係上の課題について整理・検証し、今後の
方向性について、昨年11月20日に報告書取りまとめ。
（※） 労働者との協議の強化、情報提供の充実等

研究会での検討内容

会社分割・事業譲渡等に伴う労働関係の諸課題への対応（組織変動研究会）

今後の対応

①会社以外の法人類型における分割法制導入への対応
⇒ 改正農協法・改正医療法に労働契約承継法の準用規定を盛り込んでおり、改正法の施行（農協法は平成28年４月、医療法

は平成28年９月）までに指針の改正等を行う予定。

②組織の変動に伴う労働関係の諸課題への対応
⇒ 本年１月25日に「組織の変動に伴う労働関係に関する対応方策検討会」を開催（第１回：１月25日）し、労働法等の専門家及

び労使関係者の参画を得て、検討を進めていく予定。
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施策事項（資料ページ） 所管課室 担当係 担当者 内線
最近の雇用・失業情勢について（２～１０
ページ）

労働政策担当参事官室 企画係 古田、深見 7727

労働経済白書について（１１～１８ページ） 労働政策担当参事官室 企画係 古田、深見 7727

各種会議等の動きについて（１９～２５ページ）労働政策担当参事官室 調整第１係 坪井、藤澤 7715

春闘関係（２７～３０） 労使関係担当参事官室 第５係 小川 7767

組織変動研究会（３１ページ） 労政担当参事官室 企画係 原田、豊田 7740

政策統括官（労働担当）　施策照会先一覧　（厚生労働省代表電話　０３－５２５３－１１１１）


